〇　招　集　告　示
坂戸・鶴ヶ島消防組合告示第３号
　平成２１年７月１０日第２回坂戸・鶴ヶ島消防組合議会定例会を坂戸・鶴ヶ島消防組合消防本部に招集する。
　　　平成２１年７月１日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　坂戸・鶴ヶ島消防組合管理者　　伊　利　　　仁　　
〇　会　　期
　　平成２１年７月１０日　１日間
　　　　　　　　　　　　　　　　〇応招・不応招議員
応招議員（８名）
　　　　　１番　　　新　　井　　文　　雄　　　　　　　　　２番　　　松　　村　　和　　子
　　　　　３番　　　髙　　橋　　剣　　二　　　　　　　　　４番　　　石　　井　　　　　寛
　　　　　５番　　　藤　　野　　　　　登　　　　　　　　　６番　　　長谷川　　　　　清
　　　　　７番　　　飯　　田　　　　　恵　　　　　　　　　８番　　　神　　田　　久　　純
不応招議員（なし）
平成２１年第２回坂戸・鶴ヶ島消防組合議会定例会
〇議事日程（第１号）　平成２１年７月１０日
　日程第１　会議録署名議員の指名について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　日程第２　会期の決定について　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　日程第３　諸報告　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　繰越明許費に係る繰越計算書について（報告第１号）　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　専決処分の報告について（報告第２号）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　現金出納検査の結果について（監査報告第２号）　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　日程第４　議案第３号　専決処分の承認を求めることについて（坂戸・鶴ヶ島消防組合議会の議員の議員
　　　　　　　　　　　　報酬及び費用弁償等に関する条例及び坂戸・鶴ヶ島消防組合管理者及び副管理者
　　　　　　　　　　　　の報酬等に関する条例の一部を改正する条例の制定について）　　　　　　　　
　日程第５　議案第４号　専決処分の承認を求めることについて（坂戸・鶴ヶ島消防組合職員の給与に関す
　　　　　　　　　　　　る条例の一部を改正する条例の制定について）　　　　　　　　　　　　　　　
　日程第６　議案第５号　財産の取得について（坂戸消防署災害対応特殊小型動力ポンプ付水槽車購入）　
　日程第７　議案第６号　財産の取得について（鶴ヶ島消防署化学消防ポンプ自動車Ⅱ型購入）　　　　　
　日程第８　議案第７号　財産の取得について（坂戸消防署高規格救急自動車購入）　　　　　　　　　　
　日程第９　議案第８号　財産の取得について（鶴ヶ島市消防団水槽付消防ポンプ自動車購入）　　　　　
　日程第10　一般質問　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
午前１０時００分開会
　出席議員（８名）
　　　　　１番　　　新　　井　　文　　雄　　　　　　　　　２番　　　松　　村　　和　　子
　　　　　３番　　　髙　　橋　　剣　　二　　　　　　　　　４番　　　石　　井　　　　　寛
　　　　　５番　　　藤　　野　　　　　登　　　　　　　　　６番　　　長谷川　　　　　清
　　　　　７番　　　飯　　田　　　　　恵　　　　　　　　　８番　　　神　　田　　久　　純
　欠席議員（なし）
　説明のための出席者
　　　管理者　　　伊　　利　　　　　仁　　　　　　　副管理者　　　藤　　縄　　善　　朗
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会　　計　　　　　　　　　　　　　
　　　監査委員　　　小　　室　　利　　夫　　　　　　　　　　　　　　山　　﨑　　静　　男
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　管理者　　　　　　　　　　　　　
　　　消防長　　　稲　　村　　　　　進　　　　　　　次　　長　　　石　　井　　利　　幸
　　　次　　長　　　鈴　　木　　和　　己　　　　　　　次　　長　　　斉　　藤　　幸　　憲
　　　次　　長　　　谷　　口　　重　　行　　　　　　　庶務課長　　　小　　川　　泰　　人
　　　予防課長　　　栗　　原　　　　　操　　　　　　　警防課長　　　長　　澤　　之　　幸
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　坂　　戸
　　　指令課長　　　小　　島　　則　　夫　　　　　　　　　　　　　　鹿ノ戸　　　　　啓
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　消防署長
　　　鶴ヶ島
　　　　　　　　　　田　　畑　　美紀雄
　　　消防署長
　事務局職員出席者
　　　書　　記　　　加　　藤　　公　　司　　　　　　　書　　記　　　髙　　橋　　長　　美
　　　書　　記　　　小　　川　　浩　　明　　　　　　　書　　記　　　山　　崎　　利　　博
　　　書　　記　　　林　　　　　辰　　哉
　　　◎開会及び開議の宣告　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（午前１０時０５分）
〇石井　寛議長　議員の皆さん、おはようございます。
　　現在の出席議員８人全員でございます。
　　よって、定足数に達しておりますので、ただいまから平成21年７月第２回坂戸・鶴ヶ島消防組合議会定例会を開会し、直ちに本日の会議を開きます。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎議長のあいさつ
　　　　（石井 寛議長起立）
〇石井　寛議長　議事に先立ちまして一言ごあいさつを申し上げます。
　　本日、平成21年７月第２回坂戸・鶴ヶ島消防組合議会定例会を開会いたしましたところ、議員各位におかれましては、公私ともにお忙しい中をご出席いただき、ここに開会の運びとなりましたことに対しまして厚く御礼を申し上げます。また、説明者におかれましても、お忙しい中、管理者並びに副管理者をはじめ関係者のご出席をいただき、厚く御礼を申し上げる次第であります。
　　本日は、「専決処分の承認を求める件について」をはじめ６議案が提出されております。本組合充実のため、何とぞ慎重ご審議の上、適切なるご議決とともに、議事の運営につきまして格別のご協力を賜りますようお願い申し上げまして、開会のごあいさつといたします。
　　　　（石井　寛議長着席）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎議事日程の報告
〇石井　寛議長　議事日程につきましては、お手元に配付のとおりであります。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎会議録署名議員の指名について
〇石井　寛議長　直ちに本日の議事に入ります。
　　日程第１・「会議録署名議員の指名」についてを行います。
　　会議録署名議員は、会議規則第88条の規定により、議長において
　　３　番　　髙　　橋　　剣　　二　議員
　　５　番　　藤　　野　　　　　登　議員
　の両議員を指名いたします。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎会期の決定について
〇石井　寛議長　日程第２・「会期の決定について」を議題といたします。
　　お諮りいたします。今期定例会の会期は、本日１日としたいと思います。これにご異議ございませんか。
　　　　（「異議なし」の声）
〇石井　寛議長　ご異議なしと認めます。
　　よって、平成21年７月第２回坂戸・鶴ヶ島消防組合議会定例会の会期は、本日１日と決定いたしました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎諸報告
　　　　　繰越明許費に係る繰越計算書について（報告第１号）
　　　　　専決処分の報告について（報告第２号）
　　　　　現金出納検査の結果について（監査報告第２号）
〇石井　寛議長　日程第３・「諸報告」をいたします。
　　はじめに、地方自治法施行令第146条第２項の規定により、繰越明許費に係る繰越計算書の報告がありました。お手元に配付しておきましたので、ご了承願います。
　　次に、地方自治法第180条第２項の規定により、管理者から専決処分の報告がありました。お手元に配付しておきましたので、ご了承願います。
　　次に、監査委員より、平成21年１月分から５月分の現金出納検査の結果報告がありました。お手元に配付しておきましたので、ご了承願います。
　　次に、今期定例会に議事説明者として出席通知のありました者の職・氏名並びに事務局職員の職・氏名を一覧表として配付しておきましたので、ご了承願います。
　　以上で諸報告を終わります。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎議案第３号～議案第８号の一括上程について
〇石井　寛議長　お諮りいたします。
　　日程第４・議案第３号・「専決処分の承認を求めることについて（坂戸・鶴ヶ島消防組合議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例及び坂戸・鶴ヶ島消防組合管理者及び副管理者の報酬等に関する条例の一部を改正する条例の制定について）」から日程第９・議案第８号・「財産の取得について（鶴ヶ島市消防団水槽付消防ポンプ自動車購入）」までを一括議題とすることにご異議ございませんか。
　　　　（「異議なし」の声）
〇石井　寛議長　ご異議なしと認めます。
　　よって、そのように決定いたしました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎議案第３号～議案第８号の一括上程、説明
〇石井　寛議長　日程第４・議案第３号・「専決処分の承認を求めることについて（坂戸・鶴ヶ島消防組合議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例及び坂戸・鶴ヶ島消防組合管理者及び副管理者の報酬等に関する条例の一部を改正する条例の制定について）」から日程第９・議案第８号・「財産の取得について（鶴ヶ島市消防団水槽付消防ポンプ自動車購入）」までを一括議題といたします。
　　議案につきましては、お手元に配付しておきましたので、ご了承願います。
　　提案理由の説明を求めます。
　　伊利管理者。
　　　　（伊利　仁管理者登壇）
〇伊利　仁管理者　議員の皆さん、おはようございます。
　　本日ここに、平成21年７月第２回坂戸・鶴ヶ島消防組合議会定例会を招集申し上げましたところ、議員各位におかれましては、極めてご多用の中にもかかわりませず全員の方のご出席をいただき、重要案件のご審議をいただきますことは、当組合発展のためまことに喜びにたえないところであり、衷心より厚く御礼を申し上げる次第であります。
　　それでは、ただいま議題となっております議案第３号から議案第８号までの６件につきまして、順次提案の理由を申し上げます。
　　まず、議案第３号・「専決処分の承認を求めることについて（坂戸・鶴ヶ島消防組合議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例及び坂戸・鶴ヶ島消防組合管理者及び副管理者の報酬等に関する条例の一部を改正する条例の制定について）」でありますが、現下の厳しい社会経済情勢等諸般の事情を勘案し、職員の給与改定に準じ、議会の議員及び管理者等の期末手当について、平成21年５月27日本件を専決処分し、同日付で公布いたしましたので、地方自治法第179条第３項の規定により、本議会においてその承認をお願いするものであります。
　　次に、議案第４号・「専決処分の承認を求めることについて（坂戸・鶴ヶ島消防組合職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の制定について）」でありますが、人事院は民間企業の状況を反映させることについて、本年度は12月期で１年分を調整するのは適当ではなく、６月に何らかの措置を行うことが適当であるとして、暫定的に６月期の支給率2.15月のうち0.2月を凍結するという勧告を行いました。
　　本組合におきましては、構成市等の厳しい財政状況を踏まえ、慎重に検討いたしましたところ、従来どおり人事院勧告を尊重するとともに、基本的には国、県及び構成市に準じて実施することとし、平成21年５月27日、本件を専決処分し、同日付で公布いたしましたので、地方自治法第179条第３項の規定により、本議会においてその承認をお願いするものであります。
　　次に、議案第５号・「財産の取得について（坂戸消防署災害対応特殊小型動力ポンプ付水槽車購入）」でありますが、現在の車両は坂戸消防署の一線車両として15年が経過するとともに、ＮＯＸ・ＰＭ法にも該当する車両でありますことから、消防車両の更新配備を計画し、消防防災及び消防体制の整備充実を図るため更新するものであります。
　　車両につきましては、１万リットルの水を積載するタンクローリーシャーシに小型動力ポンプを積載するとともに、消火活動のみでなく、災害時の給水活動に対応するため、ステンレス製の水槽を装備いたしました。また、現在の車両が緊急消防援助隊に登録していることから、更新車両も引き続き登録を予定するものであります。
　　納入業者につきましては、地方自治法施行令第167条の規定に基づき、指名競争入札の方法により決定することとし、去る５月12日に開催された坂戸・鶴ヶ島消防組合工事請負業者等指名委員会におきまして、シャーシにつきましては４社を選定し、５月18日の仕様説明会を経て、５月26日入札をいたしました結果、東京日野自動車株式会社狭山支店が税込み価格1,100万4,000円で落札をいたしました。また、艤装部分につきましては、５社を選定し、６月１日の仕様説明会を経て、６月11日入札をいたしました結果、最低価格を提示した日本ドライケミカル株式会社北関東営業所と、シャーシを含む税込み価格4,305万円で契約することとしたいので、本案を提出した次第であります。
　　なお、納入期限につきましては、平成22年２月17日といたしたいと存じます。
　　次に、議案第６号・「財産の取得について（鶴ヶ島消防署化学消防ポンプ自動車Ⅱ型購入）」でありますが、現在の車両は鶴ヶ島消防署の一線車両として19年が経過するとともに、ＮＯＸ・ＰＭ法にも該当する車両でありますことから、消防車両の更新配備を計画し、消防防災及び消防体制の整備充実を図るため更新するものであります。
　　車両につきましては、1,300リットルの水槽と500リットルの泡消火薬液槽を積載した消防専用シャーシに特殊艤装を施すとともに、加納式ホースカー等を装備をいたしました。
　　納入業者につきましては、地方自治法施行令第167条の規定に基づき、指名競争入札の方法により決定することとし、去る５月12日に開催された坂戸・鶴ヶ島消防組合工事請負業者等指名委員会におきまして、シャーシにつきましては４社を選定し、５月18日の仕様説明会を経て、５月26日入札をいたしました結果、東京日野自動車株式会社狭山支店が税込み価格796万9,500円で落札をいたしました。また、艤装部分につきましては、５社を選定し、６月１日の仕様説明会を経て、６月11日に入札をいたしました結果、最低価格を提示した株式会社モリタ東京営業部と、シャーシを含む税込み価格4,557万円で契約することといたしたいので、本案を提出した次第であります。
　　なお、納入期限につきましては、平成22年３月10日といたしたいと存じます。
　　次に、議案第７号・「財産の取得について（坂戸消防署高規格救急自動車購入）」でありますが、現在の車両は坂戸消防署の一線車両として７年が経過するとともに、走行距離が20万キロを超えたことからの更新配備を計画し、消防防災及び消防体制の整備充実を図るため更新するものであります。
　　車両につきましては、高規格救急自動車対象シャーシに四輪駆動方式を採用し、高度救命用資機材として気管挿管の誤挿管防止のため、目視だけではなく映像による確認を可能にしたビデオ喉頭鏡等の資機材を積載いたしました。
　　納入業者につきましては、地方自治法施行令第167条の規定に基づき、指名競争入札の方法により決定することとし、去る５月12日に開催された坂戸・鶴ヶ島消防組合工事請負業者等指名委員会におきまして４社を選定し、６月１日の仕様説明会を経て、６月11日入札をいたしました結果、最低価格を提示した埼玉日産自動車株式会社フリート営業部と税込み価格3,024万円で契約することとしたいので、本案を提出した次第であります。
　　なお、納入期限につきましては、平成22年１月15日といたしたいと存じます。
　　次に、議案第８号・「財産の取得について（鶴ヶ島市消防団水槽付消防ポンプ自動車購入）」でありますが、今回購入する水槽付消防ポンプ自動車につきましては、鶴ヶ島市消防団第１分団の車両でございます。現在の車両は、15年が経過するとともに、ＮＯＸ・ＰＭ法にも該当する車両でありますことから、消防車両の更新配備を計画し、消防防災及び消防体制の整備充実を図るため更新しようとするものであります。
　　車両につきましては、1,500リットルの水を積載する水Ⅰ―Ａ型で、消防専用シャーシに６速オートマチックトランスミッションを装備いたしました。さらに、団員の活動負担軽減のための加納式ホースカー等の艤装を施しました。
　　納入業者につきましては、地方自治法施行令第167条の規定に基づき、指名競争入札の方法により決定することとし、去る５月12日に開催された坂戸・鶴ヶ島消防組合工事請負業者等指名委員会におきまして４社を選定し、５月18日の仕様説明会を経て、５月26日入札をいたしました結果、関東いすゞ自動車株式会社川越支店が税込み価格663万6,000円で落札をいたしました。また、艤装部分につきましては、５社を選定し、６月１日の仕様説明会を経て、６月11日入札をいたしました結果、最低価格を提示した株式会社モリタ東京営業部と、シャーシを含む税込み価格2,294万2,500円で契約することとしたいので、本案を提出した次第であります。
　　なお、納入期限につきましては、平成22年２月26日といたしたいと存じます。
　　以上、議案第３号から議案第８号までの６件につきまして提案理由を申し上げましたが、何とぞ慎重ご審議の上、速やかなるご議決を賜りますようお願い申し上げまして、提案理由の説明といたします。
　　　　（伊利　仁管理者降壇）
〇石井　寛議長　以上をもって提案理由の説明は終わりました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎議案第３号の質疑、討論、採決
〇石井　寛議長　これより各案件につき単独質疑、討論、採決に入ります。
　　最初に、日程第４・議案第３号・「専決処分の承認を求めることについて（坂戸・鶴ヶ島消防組合議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例及び坂戸・鶴ヶ島消防組合管理者及び副管理者の報酬等に関する条例の一部を改正する条例の制定について）」に対する質疑に入ります。
　　１番・新井文雄議員。
〇１番（新井文雄議員）　１番、新井文雄です。ただいま議題となっております議案第３号、坂戸・鶴ヶ島消防組合議会の議員の議員報酬及び費用弁償等に関する条例及び坂戸・鶴ヶ島消防組合管理者及び副管理者の報酬等に関する条例の一部を改正する条例の制定についての専決処分の承認を求める件について質疑を行います。
　　今回の改正案は、消防組合議員８名及び正副の管理者２名ということで、10名の期末手当、コンマ２カ月の減額ということです。金額の問題なのですけれども、正副管理者を含めてどの程度の金額になるのかお示しを願います。
〇石井　寛議長　小川庶務課長、答弁。
〇小川泰人庶務課長　お答え申し上げます。
　　議員関係の凍結額につきましては、議長3,900円、副議長3,700円、議員3,500円でございまして、合計２万8,600円となります。また、特別職の凍結額につきましては、管理者4,800円、副管理者3,700円で合計8,500円となります。議員、特別職合わせた総額が３万7,100円となります。
　　以上でございます。
〇石井　寛議長　よろしいですか。
　　１番・新井文雄議員。
〇１番（新井文雄議員）　総額は３万7,100円というふうなことでありました。１回目、先ほどの質疑の中で減額についてお聞きをしたわけですけれども、凍結額ということで言われていたかというふうに思います。この「凍結額」という、この内容について詳しくお聞きいたします。
〇石井　寛議長　小川庶務課長、答弁。
〇小川泰人庶務課長　お答え申し上げます。
　　今回の人事院勧告の趣旨は、６月期の支給率2.15月のうち0.2月を凍結するというような暫定的な措置でございます。また、人事院は今回の特例措置による凍結月数分の期末勤勉手当の取り扱いにつきましては、例年どおり民間の特別給の支給状況を調査し、本年夏には必要な措置を国会及び内閣に勧告するとしております。このようなことから、構成市同様に凍結いたした次第でありますので、ご理解をお願いしたいと存じます。
　　以上でございます。
〇石井　寛議長　よろしいですか。
　　質疑を終結いたします。
　　これより討論に入ります。
　　　　（「なし」の声）
〇石井　寛議長　討論なしと認め、討論を終結いたします。
　　これより議案第３号を採決いたします。
　　本案は原案のとおり承認することにご異議ありませんか。
　　　　（「異議なし」の声）
〇石井　寛議長　ご異議なしと認めます。
　　よって、本案は原案のとおり承認されました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎議案第４号の質疑、討論、採決
〇石井　寛議長　次に、日程第５・議案第４号・「専決処分の承認を求めることについて（坂戸・鶴ヶ島消防組合職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の制定について）」に対する質疑に入ります。
　　１番・新井文雄議員。
〇１番（新井文雄議員）　１番、新井文雄です。ただいま議題になっております、議案第４号、坂戸・鶴ヶ島消防組合職員の給与に関する条例の一部を改正する条例制定の件について、専決処分の承認を求める件について質疑をいたします。
　　先ほどの提案理由の中で、人事院勧告を尊重して、国の給与改正に準じて緊急に、消防職員の期末手当及び勤勉手当を、従来の1,000分の215から1,000分の195というふうに下げるというふうにされました。この人事院勧告を含めて詳しい内容についてまずお聞きいたします。
〇石井　寛議長　小川庶務課長、答弁。
〇小川泰人庶務課長　お答え申し上げます。
　　人事院勧告の内容につきましては、昨年来の急激な景気の悪化に伴い、人事院が臨時の特別調査を行った結果、昨年の夏季一時金に比べ減少率がマイナス14.9％という結果となりました。この調査は、約８割の企業が未決定であったことなど不確定な要素がございますが、民間企業の状況を限りなく反映することが望ましいこと、そして今後の状況によっては大きな変動の可能性があり、12月期で１年分を調整するのは適当ではないなどの理由で、６月に何らかの措置を行うことが適当であるとし、５月１日付で臨時の勧告が行われました。
　　勧告の趣旨は、６月期の支給率2.15月のうち0.2月凍結するという暫定的な措置であります。職員の給与改定の取り扱いにつきましては、従来どおり人事院勧告を尊重するとともに、構成市及び他の一部事務組合等の均衡を考慮し、緊急に期末勤勉手当の額を改正することといたしたものでございます。
　　改正内容につきましては、国に準じて、６月の期末勤勉手当を2.15月のうち0.2月を凍結したものであります。
　　実施時期につきましては、平成21年６月１日といたしたく、５月27日に専決処分し、同日付で公布したものございます。
　　以上でございます。
〇石井　寛議長　よろしいですか。
　　１番・新井文雄議員。
〇１番（新井文雄議員）　３点、２度目の質疑をしていきます。
　　１点目ですけれども、減額の条例改正について、埼玉県内の消防に関する職員、それから消防組合の職員の状況についてはどのようになっているのか、わかる範囲でお伺いをいたします。
　　それから、２点目です。補正予算は組まれていないようですけれども、コンマ２カ月というと、2.15ですから約9.3％ということで、10％近い減額になるというふうに思います。金額的には非常に大きな金額というふうに思うところですけれども、消防組合職員１人平均ではどの程度の金額になるのか、また職員の総額はどういうふうな数字になるのか、そして一番高い職員の金額と、それから一番低い職員の金額はどの程度になるのか、２点目お伺いをいたします。
　　それから、３点目です。経済状況など諸般の事情を勘案してということで人事院勧告が出されたかというふうに思います。この調査の関係では、新聞などを見ても、20％程度の調査の回答結果、４月ですから、春闘がまだ半ばというところの中で、急いで人事院勧告が出されたというふうに認識をしているところですけれども、人勧制度ができてから、これまでこうしたことがあったのかどうか、そのことについて３点目の質疑といたします。
　　以上です。
〇石井　寛議長　小川庶務課長、答弁。
〇小川泰人庶務課長　お答え申し上げます。
　　まず、県内の消防職員及び消防組合職員の状況についてでございますが、単独消防本部の職員については、調べてございませんが、県内の消防組合職員の状況でございますが、組合消防の職員に限って申し上げますと、組合消防12消防本部中11消防本部が実施しております。未実施は１消防本部という状況でありました。
　　次に、職員１人平均の金額と職員の総額等についてでございますが、0.2月凍結分の職員１人平均金額と職員の総額関係につきましては、職員の総額で1,480万768円となり、職員１人当たり平均約７万6,000円となります。また、今回の凍結額の一番少ない職員と一番多い職員の金額でございますが、一番少ない職員で１万1,444円、一番多い職員で11万3,347円という状況でございます。
　　次に、人事院勧告制度ができてから、これまでこうした例はあるのかとのご質問でございますが、人事院のデータで昭和35年までさかのぼることができますが、これまでにこうした例はなかったようでございます。
　　以上でございます。
〇石井　寛議長　よろしいですか。
　　１番・新井文雄議員。
〇１番（新井文雄議員）　３回目ですので、最後の質疑になります。
　　人事院勧告は、欧米などと違って、公務員のストライキ権などが奪われている日本の公務員の給与水準の引き上げを調整をするということで、この間、長い間役目を果たしてきたかなというふうに思います。今回この時期の人事院勧告は、人事院の本来の任務から大いに疑問を感じているところです。公務員の一時金カットは、今後の日本の景気にも大きく影響を与えます。政府は、景気対策と言いながら、国民には不評の定額給付金を支給をしながら、人事院勧告で公務員の一時金カットはする。景気対策は、国民の懐を暖めてこそ効果が上がるものと考えます。人事院勧告制度ができてから、これまで40年近くなるが、まだこうしたことはないという先ほどの答弁もされたところであります。
　　先ほどの答弁の中で、未実施も１カ所あるということもありました。それから、新聞では、これは５月29日の新聞でありますけれども、宮代町の町議会が引き下げ案を否決と。内容をよく見てみますと、やはりこうした時期に職員のやる気を優先してやっていくべきだという議員が多かったというようなことも報道をされているところです。
　　２点、最後の質疑をいたします。まず、１点目は、８割近くの企業の未決定の調査結果の中で出された臨時人事院勧告を尊重するという根拠について、改めてお伺いをします。
　　それから、２点目です。コンマ２カ月の削減ということで、先ほどの答弁で、一番少ない職員が１万1,000円ほどというふうに答弁がありました。約10％ですので、これでは12万円の賃金に単純ではなるというふうに思うわけですけれども、この辺の内容についてまずお伺いをしたいことと、実際に勤務日数が１年以上の方の通常の職員のカットはどの程度になるのか、この２点についてお伺いをいたします。
　　以上です。
〇石井　寛議長　小川庶務課長、答弁。
〇小川泰人庶務課長　お答え申し上げます。
　　まず、人事院勧告を尊重することについてでございますが、この調査は約８割の企業が未決定であったこと、支給実績はなく、支給額の伸び率を把握したことなど不確定な要素はありますが、民間企業の状況を限りなく反映することが望ましいこと、今後の状況によっては大きな変動の可能性があり、12月期で１年分を調整するのは適当ではない等の理由で、６月に何らかの措置を行うことが適当であるとし、５月１日付で臨時の人事院勧告を行ったものであります。このようなことから、従来どおり人事院勧告を尊重するとともに、構成市及び他の一部事務組合との均衡を考慮し、実施したわけでございますので、ご理解をお願いしたいと存じます。
　　次に、0.2月の削減で一番少ない職員が約１万1,000円になる内容でございますが、該当者は平成21年４月１日に採用された職員で、在職期間が３カ月未満であることから、坂戸・鶴ヶ島消防組合職員の給与に関する条例、第19条第２項第３号の規定により、期末手当を100分の30とし、このような額になったわけでございます。また、勤続年数１年程度の通常の職員の凍結額につきましては、平均１人当たり約３万8,000円程度になります。
　　以上でございます。
〇石井　寛議長　ほかに質疑ありませんか。
　　２番・松村和子議員。
〇２番（松村和子議員）　２番、松村和子。議案第４号・「専決処分の承認を求めること」につきまして質疑を行います。
　　今我が党の新井議員のほうから詳しく質疑をいたしまして、全体の状況についてはよくわかったわけなのですが、問題はやはり管理者がどのように今回の措置を考えているかというのが重要な問題になってくると思うのです。それは、先ほど質疑にもありましたように、県内で１消防がやっていないところもあると。また、宮代町でも引き下げを否決してあるというような状況の中で、一つは職員のやる気の問題です。今ローンを抱えて大変な人もいる中で、11万カットということは大きな額でございます。こうした状況の中で、市長としては、今の経済対策から考えても、やはり内需を拡大する、そして職員の皆さんの苦労の中で、こうした削減を行わないようにするということは大事なことだったと思うのですが、管理者として、今回のこの引き下げ、人事院勧告なども総合して、なぜ減額措置を提案をしたのかということについてお尋ねしておきたいと思います。
　　以上です。
〇石井　寛議長　伊利管理者。
〇伊利　仁管理者　私に対するご質疑にお答えを申し上げます。
　　ただいまの松村議員さんのご指摘もさることながら、100年に１度と言われるこの大不況の中で、民間の企業も非常に厳しい中におりますし、また国の報道関係でも、リストラされた多くの方々の報道もされておるわけでもございます。私どもは、職員の給与を引き下げることは決して最善の策ではないということはわかっておりますけれども、今日まで人事院勧告を最大限に尊重しながら、いろんな状況の中でも、職員の待遇改善、処遇改善あるいはまた士気の高揚に向けても最大限の努力もしてきた、そういう経緯もあります。今回のこのような状況の中では、国としても初めてのことだと先ほど答弁があったように、お互いに我が国国民が痛みを分かち合いながら、この不況を、早く脱却して、そして力強く、希望に満ちた前進ができるように、お互いに努力をしていくときではなかろうかと、このように思っているところであります。
　　もちろん職員も生活者であり、それぞれ厳しい状況の中で日々努力をいたしていることは私も理解をいたすところでありますけれども、また公務員として社会に奉仕をする、多くの市民の方に奉仕をする、そういう気持ちの上からも、こういった今回の件については、これについてやはり理解をしていただく、こういったことが私はよろしいのではないか、こんなふうに思っておりますし、職員もそうした件については十分理解をいたしておるというふうに私は信じておりますので、こういった件については、こんなことはこの後にないことを祈るわけでありますけれども、まだ日本の国の体制というのがどうなっていくかわからない状況でありますので、繰り返しますけれども、お互いに痛みを分かち合いながら、希望の持てる地域社会、そして力強く前進をする日本という国を守っていかなければならない、私はそう思っております。そういうふうな観点で、今回はこのような取り扱いをいたしたということでございます。
〇石井　寛議長　２番・松村和子議員。
〇２番（松村和子議員）　２番、松村和子。再質疑を行います。
　　ただいまご答弁がございましたけれども、一つは、やはり公務員というのは、私は何でも基本となるものだというふうに思います。今まで景気が良いときはどんどんもうけて、民間の給与というのはぼんぼん上がってきた。そういう時代において、公務員は後からついていくという形で引き上げがされてきて、今度下がるときには、こうしたストライキ権も剥奪されるような状況の中で人事院勧告が強行されたというのは、一つには、こうした賃金カットを民間がしやすくなる。大企業が幾ら、株とかそういうところに配当金を今増やしていますけれども、そういうところは払っても、労働者への賃金はカットしていくというのをしやすくしていく方法で、圧力を、人事院勧告をかけられていたというふうに私どもは見ているわけですけれども、そういう中でやはり公務員給与を引き下げることは、その後に来る８割の企業が決まっていない中でのそういう操作がやりやすかったのではないかというふうに私は心配するわけです。
　　やはり本当に国民が幸せにみんな暮らせるという社会をきちっとつくるのか、それとも無駄とかいろんなものを、違った形で政治が動いて、そちらのほうにお金をつぎ込んでいくかということは重要な問題でございます。私は、やはり働く人たちが本当に健全な賃金、健全な労働もできる、そういう保障をしていくというのが地方自治体の役割であるというふうに思うことから、今後とも余り先走ってやらないで、見きわめるということも大事ではなかったかということについての１点だけ質疑をしておきたいと思います。
　　以上です。
〇石井　寛議長　小川庶務課長、答弁。
〇小川泰人庶務課長　お答え申し上げます。
　　先ほどもお話がございましたが、今後の状況によっては大変大きな変動の可能性があり、12月期で１年分を調整するのは適当ではない。
　　また、以上のようなことから、従来どおり人事院勧告を尊重するとともに、構成市及び他の一部事務組合との均衡を考慮し、実施したわけでございますので、ご理解をお願いしたいと存じます。
　　以上でございます。
〇石井　寛議長　よろしいですか。
　　ほかに質疑はありませんか。
　　　　（「なし」の声）
〇石井　寛議長　質疑なしと認めます。
　　質疑を終結いたします。
　　これより討論に入ります。
　　最初に、本案に反対の者の討論を求めます。
　　１番・新井文雄議員。
　　　　（１番「新井文雄議員」登壇）
〇１番（新井文雄議員）　１番、新井文雄です。ただいま議題となっております、議案第４号、坂戸・鶴ヶ島消防組合職員の給与に関する条例の一部を改正する条例の制定について専決処分の承認を求めることについて、日本共産党を代表して反対討論を行います。
　　今回の給与改定の提案は、人事院勧告を尊重するとして、この夏の期末手当及び勤勉手当を0.2カ月分、消防組合職員１人平均約７万6,000円を減額するという提案です。人事院勧告は、1948年７月の政令で公務員の団体交渉権や争議権などの労働基本権が制限され、労働者と使用者の交渉で給与を決定する道が閉ざされました。そうしたことの代償措置として、公務員の利益を守っているものです。そうした経過から見れば、今回のように公務員の利益を損なう内容の勧告はあってはならないと考えます。
　　さらに、人事院は、これまでのルールを破り、４月の極めて短時間のうちに、秋季交渉で先行した、妥結をした、大企業を中心とした約340社の水準調査に基づいたと言われています。今回の調査は、2,017社が対象で、先ほどの答弁にもあったように、回答をされた企業は２割にも達していません。人事院みずから、正確性等の不確定要素がある、改定状況は変動する可能性があると認めているように、余りにも不確定要素の調査資料です。本年８月には本勧告が行われるということで、さらに減額がされるのではないかと言われています。さらに、我が国の民間給与は、公務員の給与も大きなベースとなっており、今回の減額は今後の民間企業のさらなる引き下げへとつながり、さらに官民格差を口実として公務員給与を下げるという悪循環がさらに進むという最悪のシナリオです。
　　100年に１度と言われる日本の経済危機は、その引き金となったアメリカよりも深刻となっている主な原因が、好景気時にも労働者の賃金が抑えられ、国民の消費意欲が低下をし、内需が冷え込んできたことにあることは明らかです。今大切なことは、国民の懐を暖め、内需拡大を行わなければ、抜本的な日本の経済の立て直しは困難と言われています。今回の人事院勧告は、消防組合職員の家計はもとより、地域経済へも大きな影響を及ぼします。
　　よって、今回の給与改定、期末手当及び勤勉手当を0.2カ月分、消防組合職員１人平均約7.6万円を減額するという提案については、認めることができません。
　　以上を申し述べて、本案の反対討論といたします。
　　　　（１番「新井文雄議員」降壇）
〇石井　寛議長　次に、本案に賛成の者の討論を求めます。
　　６番・長谷川清議員。
　　　　（６番「長谷川　清議員」登壇）
〇６番（長谷川　清議員）　６番、長谷川清でございます。議案第４号につきまして、賛成の立場で討論を行います。
　　我々が基本とすべきは、市民のための公共の福祉であって、公務員だけの福祉を目指しているわけではないことは言うに及びません。厳しい経済状況の中にあって、消費と内需の拡大を促す施策は必要なものでありますが、そのためには民間の企業の実態がどのような状況であっても、職員のやる気のために、公務員の期末手当等の凍結をせずに全額支給することであるとするのは、市民感情や民意を無視するものであります。我々は、常に市民の側に立って民意を決定していくことが重要であるのではないかということをただいまの討論を聞いて強く感じておりました。
　　さて、本議案は、夏季の期末勤勉手当のうち0.2カ月分の凍結を専決処分したことについて承認を求めるという内容のものであります。審査の要点は、0.2カ月を凍結することと、専決処分したことの２点であると考えます。まず、0.2カ月の凍結については、これは５月１日の人事院勧告を、本組合の構成市である坂戸市、鶴ヶ島市が尊重したことと同様の対応であること、厳しい経済状況の中で、民間企業のボーナスの平均額が前年度対比で２けた台の減少であること、８月に行われる人事院勧告の中で、冬季の期末手当も含めて調整が図られること等を総合的に判断して妥当な対応であると考えます。
　　次に、専決処分を行ったことについては、臨時議会を開催することが時間的に不可能であったこと、そしてこれは地方自治法による専決処分の要件を満たしていること等から、こちらも妥当であると評価するものであります。
　　よって、以上のことを理由として、本案に賛成の討論といたします。
　　　　（６番「長谷川　清議員」降壇）
〇石井　寛議長　ほかに討論ありませんか。
　　　　（「なし」の声）
〇石井　寛議長　討論なしと認め、討論を終結いたします。
　　これより議案第４号を起立により採決いたします。
　　本案は承認することに賛成の議員の起立を求めます。
　　　　（賛成者起立）
〇石井　寛議長　起立多数であります。
　　よって、本案は承認することに決定しました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎議案第５号の質疑、討論、採決
〇石井　寛議長　次に、日程第６・議案第５号・「財産の取得について（坂戸消防署災害対応特殊小型動力ポンプ付水槽自動車購入）」に対する質疑に入ります。
　　１番・新井文雄議員。
〇１番（新井文雄議員）　１番、新井文雄です。ただいま議題となっております議案第５号・「財産の取得について（坂戸消防署災害対応特殊小型動力ポンプ付水槽車購入）」について質疑を行います。
　　財産の取得ということであります。災害対応のポンプ付の水槽車ということでありますけれども、今回の議案５号から６、７、８というふうにあるわけですけれども、６、８もちょっと関連がありますけれども、この５号でまとめて私はお伺いをしたいと思います。
　　まず、入札の経過について、詳しい内容を１点目はお伺いをいたします。
　　以上。
〇石井　寛議長　小川庶務課長、答弁。
〇小川泰人庶務課長　お答え申し上げます。
　　入札の内容についてでございますが、本件につきましてはほかにも関連がございますが、平成21年５月12日、工事請負業者等指名委員会において、届け出のある業者から対象となるシャーシを取り扱っている業者４社を選定し、また艤装業者につきましても、対象車両の艤装を扱っている業者５社を指名したものであります。
　　以上でございます。
〇石井　寛議長　よろしいですか。
　　１番・新井文雄議員。
〇１番（新井文雄議員）　再質疑を行います。
　　資料の３枚目の関係です。入札の経過調書ということで、４社ですか、１から４番までということであるかというふうに思います。今回は東京日野自動車株式会社狭山支店がということで、1,100万4,000円ですか、ということで落札ということで理解をいたすところです。これ見ていただきたいのですけれども、２と３のところ、２社が辞退をしているわけです。当然入札についてはいろいろあって、辞退も当然あるわけですけれども、関連で言うと、これが５号ですから、５、６、８ですか、全く同じように辞退がされております。２社が辞退をして２社のみの入札について、どのように考えているのか見解をお伺いをいたします。
〇石井　寛議長　小川庶務課長、答弁。
〇小川泰人庶務課長　お答え申し上げます。
　　辞退した理由についてでございますが、仕様説明後、メーカーからの説明によりますと、企業内の再編成に伴い対応ができないこと、また消防専用シャーシ製造中止に伴い対応ができないことでございました。また、入札につきましては、適切な数の業者に参加していただき、公平で競争原理が働くことが重要であると認識しております。しかしながら、消防専用シャーシという製造業者が限られております関係上、このような結果になったものでございます。
　　以上でございます。
〇石井　寛議長　よろしいですか。
　　１番・新井文雄議員。
〇１番（新井文雄議員）　３回目の質疑を行います。
　　入札の辞退については、先ほど説明がありました。これまでもこうした例は多くあったのかどうか、その辺についてお伺いをしておきます。
　　それから、先ほどちょっと、２度目の答弁で多少述べておりましたけれども、今後の対策、それから対応について、どのように考えていくのか、２点お伺いします。
〇石井　寛議長　小川庶務課長、答弁。
〇小川泰人庶務課長　お答え申し上げます。
　　まず、これまでの例についてでございますが、平成17年度以降の財産取得に係る案件につきまして、シャーシ購入で申し上げますと、平成20年度に１社の辞退がございましたが、今回のように２社の辞退は初めてでございます。
　　次に、今回は２社の辞退が生じましたが、今後につきましては、他の消防本部等の指名業者等を勘案しながら、適切な競争原理が働くよう、業者を選定し、積極的な参加を促してまいりたいと思います。
　　以上でございます。
〇石井　寛議長　ほかに質疑はありませんか。
　　２番・松村和子議員。
〇２番（松村和子議員）　議案第５号・「財産の取得について」質疑を行います。
　　ただ、全部関連的なものがございますので、この議案第５号で、新井議員と同じく、一括でやりたいと思います。
　　１つは、特殊車両ということもございますけれども、落札状況を見ますと、第１回目で落札ということで、これは最低制限価格とか、いろんな価格設定を当消防組合としてはどういうふうに定めてあるのかということでお伺いをしておきたいと思います。
　　もう一つは、長いもので19年、短いものは７年で、７年の場合は20万キロを走行距離が超えたというご説明はございましたが、今回はＮＯＸ・ＰＭ法の対応ということもありますけれども、こうした耐用年数と交換時期というのは、年数と走行距離との相関関係もございますけれども、これはどこを限度にして更新を決めているのかということについて伺いたいと思います。
　　以上です。
〇石井　寛議長　小川庶務課長、答弁。
〇小川泰人庶務課長　ただいまの松村議員さんの関係ですが、１回目で落札するというような内容でございます。このことにつきましては、坂戸・鶴ヶ島消防組合競争入札参加者心得書の定めによりまして、設計額を公表した入札は入札１回限りとしているため、落札できる金額で応札したものと考えております。
　　以上でございます。
〇石井　寛議長　小川庶務課長。
〇小川泰人庶務課長　失礼いたしました。もう一件答弁漏れがありました。
　　最低制限価格につきましては、こちらにつきましては坂戸市に準じて設定しておりまして、坂戸市においては平成20年７月１日以降、設計金額が130万円以上の建設工事の全入札について適用したことに伴いまして、消防組合におきましても準用いたしております。したがいまして、対象となるものは設計金額が130万円以上の建設工事のみでありまして、物品購入については対象としませんので、本件につきましては最低制限価格を設定してございません。
　　それと、車両の更新の関係でございます。こちらにつきましては、救急車は７年、消防車は15年ということであります。ただし、ＮＯＸ・ＰＭ法の関係がございますので、今回につきましては提案理由の内容となっております。
　　以上でございます。
〇石井　寛議長　よろしいですか。
　　２番・松村和子議員。
〇２番（松村和子議員）　２番、松村和子。再質疑を行います。
　　ただいまご答弁いただきましたけれども、この入札、特殊車両なので、なかなか難しいと思いますけれども、これは落札が独占的な価格になってしまうような心配もしたのですが、設計価格を公表するというのは、多くの業者の競争間の中でやる場合は通用するけれども、２社ぐらいでやっていくというのは本当に妥当かどうかという疑問もございますけれども、ほかの市町村などは、このように設計額を公表してやっているところというのは多いのかどうか、その点について質疑しておきます。
　　もう一つは、消防と救急とは違うということで、救急が７年、消防が15年ということですけれども、今回はＮＯＸ法の関係ということで、一つは、できた当時は補助金がありましたけれども、こういったＮＯＸ法での改正車両について、消防のほうは少し延期をしてもらっている関係上、補助金とかいろんな、そういうＮＯＸ法の制約の中で、国からとか県からとか、そういうものはとれないのかどうか、その点もお尋ねしておきたいと思います。
　　以上です。
〇石井　寛議長　小川庶務課長、答弁。
〇小川泰人庶務課長　お答え申し上げます。
　　他本部の状況につきましては、まことに申しわけございませんが、調べてございません。
　　それから、補助金の関係でございますが、今回につきましては、こちらにつきましては国庫補助の事業、もとの補助金交付につきましては、当初予算に計上し、万が一交付されない場合は、歳入に欠損が生じ、事業の成立が困難となり、今回につきましては消防車等の購入ができない関係、消防活動が著しく低下する等の内容で予算計上しなかったものでございます。
　　　　（議員の声）
〇小川泰人庶務課長　失礼しました。
　　補助金につきましては、今回のこの水槽車につきましては、緊急援助隊の登録をされているということで補助金がつく内容でございます。
　　以上でございます。
〇石井　寛議長　２番・松村和子議員。
〇２番（松村和子議員）　２番、松村。再々質疑を行います。
　　ただいまご答弁いただきまして、１番目はやむを得ないとして、２番目の問題では、補助金がつくという方向だということで、少しは経済的に対応があるのだなということで、どのぐらいを予定しているのでしょう。
〇石井　寛議長　小川庶務課長、答弁。
〇小川泰人庶務課長　お答え申し上げます。
　　今回の水槽車につきましては、緊急援助隊に登録されている場合は、車両の国庫補助基準額の２分の１ということであります。
　　以上でございます。
〇石井　寛議長　ほかに質疑はありませんか。
　　　　（「なし」の声）
〇石井　寛議長　質疑なしと認めます。
　　質疑を終結いたします。
　　これより討論に入ります。
　　　　（「なし」の声）
〇石井　寛議長　討論なしと認め、討論を終結いたします。
　　これより議案第５号を採決いたします。
　　本案は原案のとおり決することにご異議ありませんか。
　　　　（「異議なし」の声）
〇石井　寛議長　ご異議なしと認めます。
　　よって、本案は原案のとおり可決されました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎議案第６号の質疑、討論、採決
〇石井　寛議長　次に、日程第７・議案第６号・「財産の取得について（鶴ヶ島消防署化学消防ポンプ自動車Ⅱ型購入）」に対する質疑に入ります。
　　　　（「なし」の声）
〇石井　寛議長　質疑を終結いたします。
　　これより討論に入ります。
　　　　（「なし」の声）
〇石井　寛議長　討論なしと認め、討論を終結いたします。
　　これより議案第６号を採決いたします。
　　本案は原案のとおり決することにご異議ありませんか。
　　　　（「異議なし」の声）
〇石井　寛議長　ご異議なしと認めます。
　　よって、本案は原案のとおり可決されました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎議案第７号の質疑、討論、採決
〇石井　寛議長　次に、日程第８・議案第７号・「財産の取得について（坂戸消防署高規格救急自動車購入）」に対する質疑に入ります。
　　　　（「なし」の声）
〇石井　寛議長　質疑を終結いたします。
　　これより討論に入ります。
　　　　（「なし」の声）
〇石井　寛議長　討論なしと認め、討論を終結いたします。
　　これより議案第７号を採決いたします。
　　本案は原案のとおり決することにご異議ありませんか。
　　　　（「異議なし」の声）
〇石井　寛議長　ご異議なしと認めます。
　　よって、本案は原案のとおり可決されました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎議案第８号の質疑、討論、採決
〇石井　寛議長　次に、日程第９・議案第８号・「財産の取得について（鶴ヶ島市消防団水槽付消防ポンプ自動車購入）」に対する質疑に入ります。
　　　　（「なし」の声）
〇石井　寛議長　質疑を終結いたします。
　　これより討論に入ります。
　　　　（「なし」の声）
〇石井　寛議長　討論なしと認め、討論を終結いたします。
　　これより議案第８号を採決いたします。
　　本案は原案のとおり決することにご異議ありませんか。
　　　　（「異議なし」の声）
〇石井　寛議長　ご異議なしと認めます。
　　よって、本案は原案のとおり可決されました。
〇石井　寛議長　暫時休憩いたします。
　　　　休憩　午前１１時０３分
　　　　再開　午前１１時１３分
〇石井　寛議長　休憩前に引き続き会議を開きます。
　　　　（議員の声）
〇石井　寛議長　失礼しました。
　　暫時休憩いたします。
　　　　休憩　午前１１時１３分
　　　　再開　午前１１時１３分
〇石井　寛議長　会議を再開いたします。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎一般質問
〇石井　寛議長　日程第10・一般質問を行います。
　　通告者は３人であります。
　　順次発言を許可します。
　　７番・飯田恵議員。
　　　　（７番「飯田　恵議員」登壇）
〇７番（飯田　恵議員）　７番、飯田恵です。ただいまより通告に従いまして、消防行政一般質問を行います。私は、救急行政、予防行政につきまして、それぞれ質問いたします。
　　まずはじめに、救急行政については、新型インフルエンザ対策と救急救命士の教育体制についてお伺いいたします。私は、６月第３回坂戸市議会定例議会におきましても、新型インフルエンザの市としての対策及び取り組みについて市政一般質問を行いました。市全体としても、市民の安心安全を守るためにご尽力いただいているところでありますが、ご高承のとおり、今回の新型インフルエンザは、弱毒性とはいえ、強い感染力を持っております。その感染者は、いまだに増加している状況でございます。消防組合におきましては、一般市民と異なり、感染患者に接触する機会も多いと思われます。特に救急隊員にあっては、感染患者とわからずに救急搬送することもあるわけで、感染防止対策も難しいかと思われます。そこで、救急隊員の感染予防対策と事業所としての消防職員の感染予防対策についてお伺いいたします。
　　次に、救急救命士の教育体制について質問いたします。平成３年に救急救命士法が制定され、以来、当消防本部においても26名の救急救命士が既に養成されているとお聞きしました。厳しい研修と試験を経て取得された資格とはいえ、現代医学の進歩はめざましく、常に新しい知識と技術の習得が求められており、これらに対しても日々努力されていることと存じます。そこで、救急救命士資格取得後の教育体制はどのようになっているかお伺いいたします。
　　次に、予防行政については、１、防火対象物の防火対策について、２、住宅の防火対策についての２点についてお伺いいたします。
　　まず、１点目の防火対象物の防火対策についてですが、学校や病院等の多くの方々が出入りする施設につきましては、定期的に立入検査を行い、これらの安全確保に日々努めていただいていることには敬意を表するところであります。しかしながら、ことしの３月19日の群馬県渋川市の老人福祉施設「たまゆら」で発生した火災は、10名の高齢者が犠牲となる大惨事となり、他県のこととはいえ、心を痛めているとともに、いつ当消防組合の管内で発生するとも限りません。そこで、当消防組合のこれらに類似した施設の実態とその対応について伺います。また、大村市の老人福祉施設の火災を契機に消防法が改正されたと聞いておりますが、これらの概要についてもあわせてお伺いします。
　　次に、２点目の住宅の防火対策についてですが、一般住宅の防火対策として、住宅用火災警報器の普及啓発が最重要課題であることは承知しておるところでございますが、昨年の広報に掲載された市民を対象とした住宅用火災警報器の設置に関するアンケート調査によれば、設置率が33％であったとお聞きしました。また、本年の６月１日付の広報によれば、再度この設置率についてのアンケートを行うとの記事がありました。そこで、昨年の市民にアンケートを実施した以降の普及啓発に対する取り組みと成果及び本年実施したアンケートの結果と今後の取り組みについてお伺いいたします。
　　以上で私の１回目の質問といたします。
　　　　（７番「飯田　恵議員」降壇）
〇石井　寛議長　稲村消防長、答弁。
　　　　（稲村　進消防長登壇）
〇稲村　進消防長　飯田議員さんからの４点にわたるご質問について、順次お答えを申し上げます。
　　はじめに、新型インフルエンザ対策についてでございますが、メキシコに端を発した新型インフルエンザは、日本におきましては、５月16日に国内初の感染者が兵庫県で確認され、その後関西地方を中心に相次いで感染者が拡大し、５月22日には埼玉県内で１名の感染者が確認されたところでございます。この新型インフルエンザの感染につきましては、７月９日現在で山形県を除く46都道府県に及び、累計の感染者は2,146人を数えているところでございます。
　　この間におきまして当消防組合では、危機管理事案といたしましての認識のもと、種々の対策を立てたところでございます。４月28日、厚生労働省からの世界保健機関ＷＨＯは警戒レベル、フェーズ４に格上げしたとの発表を受け、大型連休を前にする４月28日に、幹部職員による第１回目の緊急連絡調整会議を開催をいたしまして、対策といたしまして、救急出場の際に発熱やせきなどの症状を訴え、新型インフルエンザの疑いのある傷病者への対応を周知いたしました。１つには、新型インフルエンザ対応マニュアルを基本といたしましての活動をすること。２つには、救急業務等における感染防止対策に準じて感染防止を図ること。３つには、手洗い、うがい等を励行し、常に冷静に対応すること。また、担当課は、県及び構成両市等との連絡体制の再確認及び情報収集に最善を尽くすなど等につきまして指示したところでございます。
　　特に感染防止対策につきましては、昨年度総務省消防庁から新型インフルエンザ対応資機材といたしまして無償貸与されました感染防護衣、Ｎ95マスク及び手術用手袋等各332セットのほか、消防組合といたしましても５月７日にサージカルマスク4,000枚、感染防護衣190セットの購入をしたものでございます。５月22日、埼玉県危機管理防災部危機管理課から、県内において１名の感染者が確認された旨の連絡を受けて、第２回目の連絡調整会議を開催をいたしまして、現在までの状況等と各課各署所の役割と対策についての確認をするとともに、救急講習につきましては、講習の一部に訓練用心肺蘇生人形を用いて人工呼吸法の習得があることから、救急講習会の依頼のあった区あるいは自治会や事業所の担当責任者に理解をいただきまして、５月23日から６月21日までの間、救急講習会を見合わせるなどの対策を講じてきたところでございます。
　　また、事業所といたしましての職員への対応でございますが、消防組合には労働安全衛生法に基づき、産業医及び衛生管理者等の者を構成員といたします衛生委員会が組織してありますが、この衛生委員会を５月１日に開催をし、職員への感染防止対策として、既に各課各署に配付してありました新型インフルエンザ予防マニュアルについて、再度職員へ周知を図ったところでございます。今後におきましても、状況を見きわめながら、県、構成両市との連携を図りながら、これらの対応に努めてまいりたいと考えております。
　　次に、救急救命士の教育体制についてでございますが、救急救命士制度につきましては、平成３年４月に救急救命士法が制定され、消防組合におきましても平成６年５月に最初の救急救命士が誕生して以来、議会の皆様のご理解などもいただき、現在26名の資格者を有するまでとなったものでございます。救急救命士は、資格取得以降におきましても種々の研修を受ける必要がございます。その最初といたしまして、救命医療に従事する前に、医療機関におきまして、国の基準に基づく160時間の就業前病院実習を行う必要があります。また、救急救命士の資格といたしましては終生のものでございますが、医療技術、研究は日々向上しているのが現状でございますとともに、傷病者の医療機関に収容される前の処置、いわゆる病院前救護に求められている救急活動におきましても高度な救命処置が要求されております。したがいまして、救命士の一定の水準を確保するために、再教育が必要不可欠でございますので、年度計画を策定し実施しているところでございます。
　　具体的に申し上げますと、埼玉県救急救命士再教育方針により、１人の救急救命士が２年間で128時間以上の研修を行い、そのうちの48時間以上は病院実習による実務研修を行うこととなっておりますことから、消防組合では管内の医療機関でございます坂戸中央病院、関越病院や埼玉医科大学総合医療センター、埼玉医科大学国際医療センターへお願いをいたしまして、１人の救急救命士が２年間で80時間以上、これは10日間以上となりますが、この病院実習を行っております。さらに、病院実習以外の研修といたしまして、実際に搬送した傷病者に対する処置の検証といたしまして、医師の指導のもとで救急事後検証を２カ月に１度行っております。
　　なお、この指導員につきましては、埼玉県西部第２地域メディカルコントロール協議会によりまして、埼玉医科大学総合医療センター高度救急救命センターの医師が指定されております。ほかには消防組合が計画をする事業といたしまして、救急活動事例研究会及び救急想定訓練のほか、救急振興財団が主催をいたします全国救急隊員シンポジウムなどの研修を受講させております。これらの成果といたしまして、各救急隊との情報の共有化はもとより、災害救急現場等におきまして、医師と連携した的確、迅速なる救命処置により、救命の連鎖に結びついているものと理解をしております。今後におきましても、救急医療の最前線で救急活動をいたします救急救命士の知識、技術の維持向上のため、各種の実習や研究会へ積極的に参加をさせ、市民福祉の向上に努めてまいりたいと考えております。
　　次に、防火対象物の防火対策における立入検査及び防火指導等の状況についてでございますが、防火対象物の立入検査は、数年サイクルで主な対象物の検査を行っておりますが、病院、福祉施設等の特定防火対象物につきましては、年１回以上の短いサイクルで行うよう努めております。立入検査の内容でございますが、消防用設備の維持管理、消防計画、防火管理の選任などのソフト面及び消防用設備の設置、避難経路の確保などのハード面について、それぞれ検査をしているところでございます。また、立入検査の実施状況でございますが、平成20年の実施件数は211件でございます。そのうち違反指導件数は91件、約43％に違反がございましたが、20年度末の時点におきましては34件で、既に是正改修されておる状況でございます。違反内容の主なものは、防火管理者の未選任、消防計画の未作成、消防計画に基づく消防訓練の未実施、また消防用設備点検の未実施などでございました。
　　ことし３月19日深夜に発生いたしました群馬県渋川市の有料老人ホーム静養ホーム「たまゆら」では、木造の建物３棟、延べ面積386平方メートルを全半焼し、これにより入居者の高齢者のうち死者10名、負傷者１名が発生するという、まことに痛ましい結果となったものでございます。当消防組合では、類似する管内の施設に対しまして、３月23日から25日までの３日間、緊急の立入検査を行ったところでございます。この調査の結果、管内には「たまゆら」と同様な施設は存在いたしませんでしたが、類似する施設29件、これは内訳といたしましては坂戸市が17件、鶴ヶ島市が12件の中で、違反が認められた施設が７施設ございました。違反内容の主なものは、消防用設備等の点検の未実施、自動火災報知設備の各種消防設備の不良、それと消防計画に基づく消防訓練の未実施などでございました。
　　次に、平成18年に長崎県大村市の老人福祉施設の火災を契機とする消防法令の改正の件でございますが、平成19年６月に消防法施行令が一部改正され、本年４月から施行されたところでございます。この改正の内容は、小規模社会福祉施設、いわゆる認知症高齢者グループホームなどの施設にも防火管理者を選任しまして、施設の実態に応じた消防用設備を設置することが義務づけられたところでございます。まず、従来は収容人員が30人以上で防火管理者の選任義務がございましたが、改正後は10人以上で防火管理者の選任義務が生じることとなりました。また、ハード面といたしましては、消火器、自動火災報知設備、消防機関へ通報する火災通報設備が規模にかかわらずすべて対象となり、延べ面積275平米以上の施設にはスプリンクラー設備が義務づけられたところでございます。これらの既存の施設には、経過措置といたしまして、消火器につきましては平成22年３月31日まで、自動火災報知設備、火災通報装置及びスプリンクラー設備につきましては、平成24年３月31日までの間にそれぞれ設置猶予期間が設けられております。今後これらの防火対象物に対しまして、設置猶予期間中にすべての施設に設置が完了となりますよう指導してまいりたいと考えております。
　　次に、住宅の防火対策といたしましての住宅用火災警報器の普及状況と今後の対策についてでございますが、昨年６月１日から坂戸市、鶴ヶ島市管内すべての住宅に設置が義務化されました。その後、市民の皆様からアンケート調査を実施させていただいたところ、設置率は33％と全国平均の35.6％と比較いたしまして若干低い状況でございました。このような結果を真摯に受けとめ、今までのさまざまな普及啓発活動を実施してきたところでございます。このような中で、今まで実施してきた各種の施策の新たな状況把握と市民の方々の理解度の検証を再度行う必要があることから、設置が義務化となりましてから、ちょうど１年が経過いたしましたことしの６月以降、昨年と同様の方法で坂戸市民から300人、鶴ヶ島市民から200人、合計500人から電話帳による無作為抽出を行いまして、アンケート調査を実施いたしたところでございます。その結果につきましては、回答していただいた方が261名、回答率52.2％のうち、設置をしていると回答をいただいた方が121名で、この設置率が46.4％でありました。これらの数値は、昨年の同時期との設置率を比較いたしますと、13.4ポイント向上いたしました。しかし、すべての住宅に設置義務があることを考えますと、今後もさらなる普及啓発活動を実施していく必要があるものと考えております。
　　次に、今後の対策についてでございますが、今までの議会等においても何度かご答弁申し上げておりますが、４つの施策でございます。１つ目が、ひとり暮らしや寝たきりの高齢者宅の防火指導の機会をとらえる。２つ目は、住宅防火モデル地区への事業所等において、住民の方が集まる機会をとらえて、そういった機会を利用して普及させる。３つ目でございますが、両市の広報紙及び消防組合のホームページを利用する。４つ目には、消防団及び外郭団体である婦人防火クラブ、少年消防クラブなど各種団体を通じまして周知をしてまいりたい。これらを中心に、今後においても、種々の施策を継続的に実施していくとともに、市民が集まる種々のイベントなどにも積極的に参加をいたしまして、住宅用火災警報器の重要性を訴え、ご理解いただくよう努力していく所存でございます。最近におきましては、坂戸市におけるポピー祭り、また鶴ヶ島市における菜の花祭りや、先日行われました越辺川・高麗川水害予防組合水防演習においても、ＰＲコーナーを設けさせていただき、広報活動を実施させていただいたところでございます。また、今年度においても、さらに広く市民に、そして企業等の関係者にも住宅用火災警報器についてのご理解をいただくよう、普及啓発ポスターを一般公募し、多くの市民の方々にご参加をいただきながら普及啓発促進に努めていく計画も進めております。そういった関係を組合といたしまして考えておりますので、ご理解をいただきたいと存じます。
　　以上でございます。
　　　　（稲村　進消防長降壇）
〇石井　寛議長　暫時休憩します。
　　　　休憩　午前１１時３６分
　　　　再開　午前１１時３６分
〇石井　寛議長　再開いたします。
　　よろしいですか。
　　７番・飯田恵議員。
〇７番（飯田　恵議員）　ご答弁ありがとうございました。新型インフルエンザ対策については、おおむね理解をいたしました。
　　救急救命士制度について再質問をいたします。救急救命士制度は、関係皆様のご努力の結果、着実な歩みを遂げておるということも理解いたしましたが、現在では気管挿管、薬剤投与もできる資格を持った救急救命士もいると伺っております。そこで、質問ですが、当消防本部の資格別救急救命士の現状と今後の資格取得計画についてお伺いして、私の２回目の質問といたします。
〇石井　寛議長　稲村消防長、答弁。
〇稲村　進消防長　お答え申し上げます。
　　はじめに、救命率の向上を図ることを目的として、平成16年７月救急救命士法施行規則の改正により、救命措置が拡大され、救急救命士に気管挿管、薬剤投与が開始されたわけでございます。現在当組合の資格別救急救命士の状況につきましては、救急救命士26名のうち気管挿管、薬剤投与の資格取得者が13名のほか、薬剤投与のみの資格者が２名おります。この資格の取得方法につきましては、埼玉県消防学校救急救命士養成所におきまして座学を受け、さらに３次医療機関等での病院実習を行い、すべての課程を終了した者が埼玉県メディカルコントロール協議会から資格が認定されるわけでございます。
　　次に、今後の資格取得計画でございますが、高度救急体制の充実強化を図るため、計画に基づきまして１年度に２名程度の資格取得に向けまして、積極的に取り組んでまいりたいと考えております。
　　以上でございます。
〇石井　寛議長　よろしいですか。
　　　　（「わかりました」の声）
〇石井　寛議長　次に、２番・松村和子議員。
　　　　（２番「松村和子議員」登壇）
〇２番（松村和子議員）　２番、松村和子。議長の許可をいただきましたので、ただいまより２問にわたります一般質問を行います。
　　まず１つ目は、先ほどの一般質問とも重なりますけれども、老人施設調査の結果と対応についてということでお尋ねいたします。入居者の10人も死亡した群馬県渋川市の高齢者住宅の火災を受けて、こうした痛ましい事故は二度と起こしてはならないということで、この火災を重視して、県内の各消防本部で有料老人ホームをはじめ特別養護老人ホームなどの入所型施設についても調査が実施されてまいりました。この後また一連の事件で、パチンコ店を襲った事件も発生して、本当に救急救命という現場は今全国的に大変な事態となっていると思います。
　　こうした中でお伺いいたします。（１）として、全国の緊急調査に当たって、当組合内の無届け老人施設や特別養護老人ホームなどの施設への調査の状況とその対応についてお尋ねしておきたいと思います。
　　２つ目の消防の広域化について。これは、もう前にも一般質問しておりますけれども、それからしばらくたっているということでお伺いしておきます。消防の広域推進計画については策定がされて、平成25年度実施に向けて動いているというのは、県のほうの策定計画を平成20年度時点で入手いたしておりますので、私も重々承知しておりますが、いろんな問題があるように見受けます。そして、またこの基本的な理念に基づいて消防の広域化というのは進めていかなければいけないわけだし、そうした理念から違反するような消防の広域化であってはならないということで、日本の消防ということについてお尋ねしておきます。
　　１つは、自治体消防ということでこれまで日本の消防体制は運営してまいりました。消防組織法から見ると、日本国憲法の制定の直後、これは昭和22年につくられたということでございます。明治憲法下の消防は、警察組織の一部をなしていまして、国家消防として存在していました。しかし、日本国憲法下においては、民主化と地方分権の趣旨に従い、市町村管理ということになったと思います。そして、消防組織法第36条には、「市町村の消防は、消防庁長官又は都道府県知事の運営管理又は行政管理に服することはない」というふうに規定しています。そして、自治体の原則をこのように制限し、自治体消防の関与できる国の形態としては、「消防庁長官は、必要に応じ、消防に関する事項について都道府県又は市町村に対して助言を与え勧告し、又は指導を行うことができる」ということで、極めて限定的なものになっています。都道府県知事の関与もまた消防庁長官の行う趣旨の範囲内の勧告や指導及び助言に限定されているというふうに言えると思います。先ほども述べましたように、こうした日本国憲法における自治体消防というものが、市民の皆さんの本当に安全、安心、そうした形で実施され、運営されていくということは、日本国憲法でも規定されているということでございますので、こうした本旨を踏まえまして、今後の広域消防のあり方、広域にしなくてもいいのではないかとか、良い点、悪い点、いろいろと調査して臨まれるということが私は非常に大事だというふうに思います。
　　こうした中で、（１）として、現在までのスケジュールとその進行の状況について。２つ目には、衆参両院での附帯決議がなされています。これは前回もお伺いしましたが、坂戸・鶴ヶ島消防組合本部の意向についてお尋ねしておきたいと思います。
　　これが第１問目の私の質問でございます。よろしくご答弁をお願いします。
　　　　（２番「松村和子議員」降壇）
〇石井　寛議長　稲村消防長、答弁。
　　　　（稲村　進消防長登壇）
〇稲村　進消防長　松村議員さんからの３点にわたりますご質問に順次お答えを申し上げます。
　　さきの飯田議員さんへのご答弁と重複いたしますが、有料老人ホームに該当する施設であって、老人福祉法第29条に基づく届け出が行われていない施設、いわゆる無届け老人施設は、当管内には該当ございませんでした。しかしながら、群馬県渋川市の静養ホーム「たまゆら」の火災の直後、３月23日から25日までの３日間、類似する管内の施設に対しまして緊急立入検査を行ったところでございます。
　　先ほどと重複いたしますが、今回の調査では、類似する施設29件、そして内訳といたしましては、坂戸市が17件、鶴ヶ島市が12件という状況の中、特別養護老人ホーム、介護老人保健施設等の比較的大きな施設からグループホーム等の小規模福祉施設まで実施したところでございます。その結果といたしまして、76％に当たる22施設につきましては、特に問題ありませんでしたが、また何らかの消防法令違反があった施設は７施設、24％という状況でございました。違反内容の主なものは、消防用設備等の点検の未実施、自動火災報知設備等の各種消防設備の不備、そして消防訓練の未実施などでございました。これらの不備、欠陥事項があったところにつきましては、即時改修できる事項につきましては、その場で改修をさせたところでございます。また、改修に一定の期間を要するものにつきましては、これらにつきましては早期に是正するよう指導しております。
　　次に、消防の広域化についてでございますが、はじめにスケジュールにつきましては、平成18年６月14日に消防組織法の一部改正が行われ、それらが公布、施行され、また同年７月12日に市町村の消防の広域化に関する基本指針が告示をされ、また消防広域化推進本部が総務省消防庁に設置をされたところでございます。平成19年度中に都道府県による消防広域化推進計画の策定が予定され、平成20年度以降に消防広域化対象市町村による消防広域運営計画の作成を予定するとともに、関係機関相互の連絡、調整を経て、平成24年度末の広域化の実現を目指したものとなっております。
　　これに対する現在までの進行状況でございますが、埼玉県でも平成20年３月に埼玉県消防広域化推進計画が策定されたところでございます。これによりますと、県内を７ブロックとする計画が示されたわけでございますが、平成20年度以降に予定されていた７ブロックの広域化対象市町村による広域消防運営計画の作成は、各市町村及び消防本部の事情により進展していないのが現状でございます。そんな中でも協議会設立に向けての動きがありますのが、上尾市、上尾市消防本部を中心とした第１ブロックと所沢市、所沢市消防本部を中心といたしました第４ブロックでございます。そのほかのブロックにつきましては、当面勉強会を開催していく方向となっております。坂戸市、鶴ヶ島市が所属する第３ブロックにつきましても、構成する消防本部によりまして勉強会を開催していくこととなっておりますので、ご理解をいただきたいと存じます。
　　次に、衆参両院での附帯決議と坂戸・鶴ヶ島消防組合消防本部の意向についてでございますが、平成18年３月に消防組織法の一部を改正する法律が提出され、６月６日に可決成立し、同年の６月14日に公布、施行されたところであり、この際に国会審議において決議をされたものでございます。これらを受けて、総務省消防庁は、平成18年７月12日附帯決議の内容を盛り込んだ市町村の消防の広域化に関する基本指針を策定、そして都道府県による消防広域化推進計画の作成となったものでございます。私どもといたしましては、これら国の基本指針及び県の消防広域化推進計画に基づき、広域化対象市町村枠の中で今後構成両市との意向を踏まえるとともに、議会をはじめ関係機関等々と十分協議をし、研究してまいりたいと考えております。
　　以上でございます。
　　　　（稲村　進消防長降壇）
〇石井　寛議長　よろしいですか。
　　２番・松村和子議員。
〇２番（松村和子議員）　２番、松村和子。再質問を行います。
　　ただいまご答弁いただきました。特に老人施設の調査というのは、国からの消防庁の通達よりも早く調査をして立入検査を行ったということでは、私ども議会人としましても、いろんな問題があるごとに一般質問してきて、そして消防が活性化していくということで、いち早く取り組んでいただいたところは評価したいというふうに思っております。
　　なお、気が緩むといろんな事件が起きてきます。こうした中で、まだ７施設が残っていると。そこも鋭意指導はしているということでございますけれども、施設というのはつぶれるところもありますけれども、今はやっぱり高齢化社会に向けて多くなってきているというふうに思いますので、逐次やはりどういう施設が新たに増えるかというチェック、そしてまたその中でどういうふうに実施されているかということも注意してやっていくというのが大事だと思います。
　　特に逃げられない人たちが多いわけで、普通の健康な人でも火災では動揺して動けなくなるという事態が多いという話を私も経験者から聞いておりますけれども、こういう中で動けない方が、自分でみずから、不自由な方がどうしたら日ごろ安全に避難できるか、これはもっともっと緻密な計画を立てて訓練しなければいけないと思いますが、新聞の報道によりますと、そうした訓練未実施というのが非常に多いです。65.8％が全国的な消防訓練未実施の状況だということで、先ほど答弁いただいて、坂戸、鶴ヶ島ではそれほどの数字はないわけですが、やはりこれはきちっと体制をつくって実施していく。そういうところまでほかの業務に追われてやれないところもありますので、入所者にとっては非常に命の危険を伴うものなので、坂鶴消防で鋭意万全を期してやっていただきたいというふうに思いますので、このようなところはぜひ対応していただきたいというのと、先ほども猶予期間があって24年まででいいとかありましたけれども、この間のパチンコ店の事件というのは、専門家は、スプリンクラーがあればもう少し事故を防げたのではないかという評価もしております。ですから、スプリンクラーは24年でいいのだというのではなくて、猶予期間というのは、それまでに何とかやってくださいという気持ちがあるわけで、早くて悪いということではないのですから、ぜひそういう施設へのスプリンクラーないし自動火災報知機あるいは屋内消火栓、そういったものも早目に対応していくということをぜひお願いしたいと思いますので、こうした観点からただいまの答弁をもう一回お願いしたいと思います。
　　次に消防の広域化でございますが、私は先ほど、日本国憲法においてもそうだと、とにかく自治体消防が基本なのだと、それが市民を守る最善なのだということが憲法でも明記されているということを申し上げたわけですけれども、国では広域化を進めなさいというので、市町村合併をはじめとする、まず消防の広域化から手始めにつけられているわけですが、やはりこれは問題だということで、先ほど消防長が述べられた広域化に対するその推進計画についての附帯事項というものがつけられたわけでございます。
　　これを全部読むとちょっと長くなりますから読みませんけれども、この附帯事項の政府の答弁というのもありまして、市町村は基本計画及び推進計画に拘束されるものではないと。だから、いろんなものを決めていきますけれども、それに拘束されないということを言っております。また、消防の広域化は、助言、勧告または指導として行われるものではないというふうに言っています。また、消防の広域化は、市町村の自主的な判断で行われるものである。自主的な判断です。この前はもう、そのまま受け入れて、広域化を進めるような雰囲気でございましたが、今回は市民あるいは議会ともども研究してまいりたいということでございましたので、非常に私にとっては前向きなご答弁をいただけたと思って大変喜んでおりますが、そういう市町村の自主性を本当に持っていくということが必要だと思います。
　　そして、市町村が消防の広域化を行わなかったとしても、不利益な扱いをすることはありませんよということを政府は回答しております。こういった回答のもとで、各ブロックで今検討を始めたとは思うのですが、第３ブロックも146万402人の人口を抱えた大ブロックに編成しようということですと、ここを職員の異動があります。また、さまざまな市民、地理的にわからないような場所までも行かなければならないといういろんな問題があって、既にこの第３ブロック割りも、これでは問題なのではないかというような広さと面積を持っています。そして、消防を既にある程度広域化したところの話を聞きますと、やっぱり職員が大変になってしまうので、メンタルヘルスの必要性もあると。もう気分的に、全くわからないところへ飛ばされ本当にやるというのは、何かあるから大丈夫だという話もありますけれども、そんなに簡単なものでもないようです。
　　また、国の指針というのが広域化されて厳しくなるということで、災害の発生率によって装備を削減する必要があると。削減ですね。充実になるかと思ったら削減の必要があると。これも前に申し上げました。指揮車確保が重要になってきて、ここでも指揮車は50％の充足率だったと思いますけれども、指揮者が本当に重圧がかかると。また、指令システムには、新潟市の消防の広域の場合は、21億円もかかったということであります。こうした無線のデジタル化にも大きな問題があるということで、一つ一つチェックをやっぱり、今協議に入るということですから、消防署としても、もちろんメリットは何なのか、デメリットは何なのかやっぱりきちっと、代表して出ていく方がそういった面で研修、調査して発言していかないと、何でも国から来たものを、方針だからということで、だれかがやるだろうということでは私は困ります。やっぱり市町村の住民としては、今回この協議に当たって、どういうふうに消防の担当者としては今申し上げましたデメリットを、私はこういうデメリットがあると思うのですが、どういうふうにやっぱりそういうものを調査して考えていくのかということで、ぜひきちっと研究し、勉強して参加してもらいたいというふうに思いますので、その点のご答弁をお願いしたいと思います。
　　以上です。
〇石井　寛議長　暫時休憩いたします。
　　　　休憩　午前１１時５８分
　　　　再開　午前１１時５９分
〇石井　寛議長　再開いたします。
　　稲村消防長、答弁。
〇稲村　進消防長　お答えをいたします。
　　先ほどの予防行政の関係でございますが、火災事案で避難のおくれ、こういったものが、毎年悲惨な状況が全国的に見ますといろいろと多くございます。そんな中で事業所に対しては、消防法で定められている消防訓練、いわゆる避難訓練なども義務づけられているわけでございますが、そういったところの不備というのが比較的施設には多いわけでございますが、私どもの管内でも立入検査を通じまして、そういった消防訓練の指導関係も含めていろいろと指導しておるところでございます。
　　また、先ほどそういった実態の関係などについてもご指摘がございましたが、議員さんのほうにご指摘されるまでもなく、我々はそれを職業として、そういった部分を業務として取り組んで管内把握をしているつもりでございます。市民の安全安心のために努力してまいりたいと思っております。
　　それから、消防の広域化の関係でございますけれども、今現在のところでは埼玉県の広域化の推進計画が示されたところでございます。それに基づいて、県内のそれぞれの市町村、消防本部がこれから動いていくところでございます。そんな中のところを、状況を踏まえていただきまして、ご理解いただければありがたいと思っております。
　　以上でございます。
〇石井　寛議長　よろしいですか。
　　２番・松村和子議員。
〇２番（松村和子議員）　２番、松村。再々質問を行います。
　　まず、第１問目の質問でございますが、「言われるまでもなく」とおっしゃられたので、私としては、今回の立入検査ということについて、３年に１度とか１年に１度という、養護施設の場合１年に１度というふうにありましたけれども、改善されない施設については、もう少しきちっと立入検査、そんなに多いわけではないので、ほかの施設はともかく、こういう事故が起きそうなところというのは、もう少し立入検査をやってもいいのではないかというふうに思いましたので、その点についてご答弁をいただきたいと思います。
　　また、広域行政ですけれども、これからやっていくのだから、私は大事だと思ったのです。もうやってしまって、いつも出てくるともう何も改善の余地なしになってしまうので、これからやっていくからこそ私が申し上げたいろんな調査、デメリットがあるのではないかと申し上げたのですから、そういうことについても、きちっと統計調査をとったり検証したりしてちゃんとやっていただきたいという質問をしたわけですから、これから動いていくので、ご勘弁と。それは、やっぱり主体性がないと思います。もっと主体性を持った答弁をお願いします。
　　以上です。
〇石井　寛議長　稲村消防長、答弁。
〇稲村　進消防長　先ほど立入検査の関係でございますけれども、これらの立入検査は消防法に基づく立入検査となるわけでございますが、管内の防火対象物、これらは、多くの防火対象物がございますが、特に危険度の高い防火対象物につきましては、年間計画でも比較的回数を多く実施できる、そんな形の計画を進めておるところでございます。これらにつきましても不備箇所などにつきましては、随時是正に向けた指導をしているところでございますので、ご理解をいただきたいと思います。
　　また、消防広域化の関係につきましても、先ほどもご答弁申し上げましたが、これから構成両市との連携を図り、また広域の枠内のいろんな会議、そういったところにおきましても連携を図りながら進めてまいりたいと思います。よろしくお願いしたいと思います。
　　以上でございます。
〇石井　寛議長　次に、５番・藤野登議員。
　　　　（５番「藤野　登議員」登壇）
〇５番（藤野　登議員）　５番、藤野登です。ただいまより、通告に従いまして一般質問を行います。
　　私は、消防行政の坂戸市消防団について、管理者及び消防長にお伺いします。消防の任務につきましては、消防組織法第１条で定められています。「その施設及び人員を活用して、国民の生命、身体及び財産を保護するとともに、水火災又は地震等の災害を防除し、及びこれらの災害を軽減する」。この条文にありますように、人命保護と災害防除の観点から見ますと、近年の異常気象に象徴されますように、あらゆる災害等に対応する技量が要求されます。従事する方の職責の重さを認識します。改めて消防団活動に従事している方に敬意と感謝を申し上げる次第でございます。
　　近年消防団につきましては、環境変化や機能、効率に即した消防団の多角化や自衛消防との相互連携、そして地域防災力の充実などに向けた取り組みが各地の自治体で発案、実施されています。消防団は、地域の一番身近な、そして何より最も地域事情に精通しています。地域住民の安心安全のために、地域の防災会や自治会等とのかかわりもますますその重要性を増すことと思います。そこで、何点か消防団について質問します。
　　１点目に、坂戸市消防団の定数と現在の総団員数についてお伺いします。
　　２点目に、平成19年度及び20年度の分団ごとの出動記録についてお伺いします。
　　３点目に、坂戸市消防団の現在の活動内容と安心安全のまちへ将来的なビジョンについてお伺いいたします。
　　４点目に、各地で採用についての検討が行われております。機能別分団及び機能別団員の考えについてご所見をお伺いいたします。
　　最後に、多くの地域住民の方が参加し、災害時の迅速な対応が可能である地域消防力の充実について、消防団とのかかわり合いも含めお伺いいたしまして、私の１回目の質問を終わります。
　　　　（５番「藤野　登議員」降壇）
〇石井　寛議長　稲村消防長、答弁。
　　　　（稲村　進消防長登壇）
〇稲村　進消防長　藤野議員さんからの坂戸市消防団に関する５点にわたるご質問に順次お答えを申し上げます。なお、都合上、答弁の順番が相前後する箇所がございますが、あらかじめご理解いただきたいと存じます。
　　１点目の坂戸市消防団の定数と現在の総団員数についてでございますが、条例による定数は243名で、４月１日現在の実員は230名でございます。この男女の内訳は、男性が215名、女性が15名でございます。また、団員の業種別内訳でございますが、全団員230名のうち178名、約77％が被雇用者で、そのほかの53名、約23％が自営業、家業従事者及び主婦等でございます。この被雇用者の内訳は、178名中36名、約20％が坂戸市の職員25名を含む地方公務員で、10名の約６％が団体等の職員、132名、約74％がそのほかの企業職員でございます。
　　次に、平成19年度、20年度の分団ごとの出場状況でございますが、平成19年度は延べ39件の火災に出場しておりまして、これを分団ごとに見ますと、三芳野分団と勝呂分団が各５件、坂戸分団が20件、入西分団が６件、大家分団が３件で、この出場延べ人員は344人でございます。同様に、平成20年度は延べ30件の火災に出場し、分団ごとでは三芳野分団が４件、勝呂分団が６件、坂戸分団が12件、入西分団が６件、大家分団が２件で、この出場延べ人員は246人でございます。これらの出場に関しましては、先ほども申し上げましたように、消防団員の就業形態の７割以上が被雇用者という状況下で、平日の日中における消防団活動の人員確保は、坂戸市消防団のみならず、全国の消防団が抱えている課題の一つと理解しております。
　　次に、機能別分団、機能別団員の考えについてでございますが、近年の消防団は全国的に、多くの団が団員の減少により地域防災力の低下が憂慮されます。そういった課題を少なからず抱えている状況でございます。特にこの地域防災力の低下は、大型地震等の大規模な災害が発生したときに、その対応力が最も憂慮されているところでございます。そこで、これを補完するため、通常の火災及び訓練等には活動せず、大地震等の有事の際に、特に特定の活動、役割にのみ参加する団員が機能別団員であり、その集団が機能別分団で、通常の団員であります基本団員に対比されるものと認識をしております。これにより、地域防災体制の充実を図り、住民のさらに幅広い層から、消防団に参加する人を確保することができるものと考えております。また、この制度は、平成17年１月26日付総務省消防庁消防課長からの通知をもととするものと認識をしております。
　　この機能別消防団員採用の例を挙げさせていただきますと、愛媛県松山市消防団では、地域の状況に精通した郵便局員による被災情報の提供を主とした役割とする郵政消防団員、通称ファイアポストマンという部隊を創設しております。同様に、市内に在住在学する大学生の、消火活動はしないが、大規模災害発生時に、主に負傷者への応急処置や避難所の管理運営を任務とする大学生消防団員、通称大学生防災サポーターの制度を設けております。これにより、消防団活動に多様な参加の機会と方法を拡大し、これまで困難とされていた若い世代の参加が増えているといった成果を上げているように聞いております。
　　また、県内では現在までのところでは、さいたま市、草加市、小鹿野町、長町の４つの消防団でこの機能別団員の制度を取り入れておりますが、松山市の例等を含め、いずれも消防団員定数の欠員の範囲内での運用としているものと聞き及んでおります。坂戸市消防団におきましても、消防団により、この機能別消防団員の制度を研究しておるところでございます。
　　次に、地域消防の充実についてでございますが、消防団は、みずからの地域はみずからで守るという基本精神に基づき、各地域の実情に精通した地域の方々により構成されているため、地域の密着性、要員の動員力及び即時対応力の面でもすぐれた組織であり、これらにより地域住民からも大きな期待と信頼を得ているものと理解しております。坂戸市消防団では、火災や水害等の自然災害の対応はもとより、地域コミュニティーの維持及び振興にも重点を置き、毎年地域の分団、部において、区長、自治会長との顔合わせなどを行うとともに、分団単位で自主防災組織や区、自治会等と連携をいたしましての初期消火訓練などを実施し、地域とのつながりを深めております。また、消防団が計画した事業以外にも、地域で開催される行事における警備活動や市民体育祭などへも積極的に参加をされるほか、市内の小中学校の卒業式や入学式にも消防団幹部の方が参列し、幼少年期の児童に対して消防団のＰＲを実施しているところでございます。ここ数年、坂戸市においても、市民の防災意識が高まり、自主防災組織が次々と誕生しておるところでございますが、これらの自主防災組織の訓練指導などについても、消防職員とともに、その一翼を担っていただいているところでございます。
　　次に、消防団の活動内容と将来的ビジョンについてでございますが、消防団の活動は火災の警戒及び鎮圧はもとより、水防団としての任務もあるわけでございます。この訓練につきましては、去る６月28日に平成21年越辺川・高麗川水害予防組合の水防演習が行われ、多くの議員の皆様にもご臨席を賜り、ご指導いただいたところでございます。また、平成19年４月からは、国民保護法による武力攻撃災害の際に、住民の避難誘導等に関する任務が新たに加わったものでございます。このように消防団には多くの任務が課せられており、これらの対応も当然のことながら必要不可欠なものであると考えております。
　　しかしながら、何よりも消防団に求められておりますものは、地域に密着し、地域の方々とともに歩んでいくことであり、そのための活動が最も重要なことと理解をしております。坂戸市消防団は、平成19年度に女性消防団員も加わり、この女性の特性を生かして、応急手当指導員あるいは応急手当普及員の資格を取得されまして、市民への応急救護指導など、活躍の場がより拡大されたところでございます。また、平成20年度からは、各分団から選抜されました団員によります多機能部隊も創設され、今後の活躍が期待されているところでもございます。いずれにいたしましても、定員の確保という重要な課題はありますが、時代を見据えて、常に努力を怠らず、市民の安心安全確保のため、地域の皆様とともに、防火防災のかなめとして、常備消防と両輪のごとく進んでいきたいと考えております。
　　以上でございます。
　　　　（稲村　進消防長降壇）
〇石井　寛議長　よろしいですか。
　　５番・藤野登議員。
〇５番（藤野　登議員）　ご答弁ありがとうございました。１点について再質問します。
　　条例定数で243名、現在の実員数が230名とのことですが、坂戸市の人口比率から算出しますと、団員１人当たりの負担人口は約438名になります。この数値は県内の自治体の中では比較的少ないと思いますが、ご所見をお伺いいたします。
　　参考に申し上げますと、比較的坂戸市と地理的な環境が類似しております隣接する川越市の場合、６月現在ですが、坂戸市と比較しますと、面積で約2.7倍、世帯で約3.3倍、そして人口比は約3.4倍であります。消防団員につきましては、12分団325名です。ところが、負担人口で見ますと、団員１人当たり約1,037名で機能しています。坂戸市は約438名です。財政等の諸問題もございますが、先ほどのご答弁の中で約77％の方が被雇用者とのことでした。日中の動員についても非常に難しくなっているのが現状でございます。このような現在の状況下で、費用対効果につきましてはどのようにお考えでしょうか、ご所見をお伺いいたしまして私の一般質問を終わります。
〇石井　寛議長　稲村消防長、答弁。
〇稲村　進消防長　お答え申し上げます。
　　平成21年度における坂戸市消防団員の団員１人当たりの負担人口は、藤野議員さんご指摘のとおり約438人となるものでございます。平成20年度の埼玉県消防長会のデータによりますと、県内には72の消防団がございます。これらの消防団の団員１人当たりの負担人口は、最少のところが24人、最大1,576人まであり、この平均は499人となりますが、数値は地域により大きく異なるわけでございます。これらの地域の中には、例えば大規模な山林を有する地域や大きな河川を有する地域あるいは人口が過密の地域などさまざまなものがあり、消防団が置かれている実情も地域により大きく異なるわけでございます。これが、消防力の整備指針にあります、「地域における諸事情等」と言われる要素の一つであると理解をしております。このような状況におきまして、負担人口の数値をもって費用対効果を判断いたしますことはまことに難しいものがございますが、現在坂戸市消防団において種々の課題を研究する体制が整えられておるところでございます。今後は、これらの結果を施策に反映させつつ、消防力の整備指針による充足率は満たされているとはいえ、より効率的でかつ効果的な消防団の運営に努めていきたいと考えておりますので、ご理解をいただきたいと存じます。
　　以上でございます。
〇石井　寛議長　よろしいですか。
　　　　（「はい」の声）
〇石井　寛議長　以上で一般質問を終了いたします。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎閉議の宣告
〇石井　寛議長　以上をもちまして、今期定例会の議事はすべて終了いたしました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎議長のあいさつ
　　　　（石井　寛議長起立）
〇石井　寛議長　閉会に当たり、一言ごあいさつを申し上げます。
　　議員の皆様のご理解とご協力を賜り、閉会の運びとなりましたことに対し、深く感謝を申し上げる次第であります。
　　これから厳しい夏の暑さを迎え、議員各位にはくれぐれもご自愛をいただくとともに、今後とも地域の進展と消防行政推進のため、なお一層のご尽力を賜りますようお願いを申し上げまして、閉会のごあいさつといたします。
　　ありがとうございました。
　　　　（石井　寛議長着席）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎管理者のあいさつ
〇石井　寛議長　伊利管理者からあいさつのため発言を求められておりますので、これを許します。
　　伊利管理者。
　　　　（伊利　仁管理者登壇）
〇伊利　仁管理者　議長のお許しをいただきましたので、閉会に当たりまして御礼のごあいさつを申し上げます。
　　議員の皆様方におかれましては極めてご多用の中、平成21年７月第２回坂戸・鶴ヶ島消防組合議会定例会に全員の方のご出席を賜り、提出議案６件につきまして慎重ご審議を賜り、いずれも原案どおり承認並びに可決をいただいたわけでありまして、心から厚く感謝を申し上げる次第であります。
　　それでは、２月議会定例会以降の各種事業並びに火災等の概要につきましてご報告を申し上げます。
　　はじめに、各種事業についてでありますが、３月１日、坂戸市立片柳小学校におきまして、火災予防運動の一環として坂戸市消防団消防演習が、消防団員はもとより片柳地区住民約100名の参加のもと行われ、消火活動技術の向上及び防火思想の普及に大きな成果を上げることができました。
　　３月22日には救急救命士の国家試験が行われ、新たに２名が資格を取得し、当組合における救急救命士は26名となりました。また、今年度におきましても２名の職員を派遣予定であり、いずれも８月以降の入校を予定をいたしているところでございます。
　　４月１日には坂戸市消防団長の辞令交付式を行い、５年の長きにわたり団長を務めていただきました齋藤前団長にかわり、新たに栗原団長に辞令を申し上げたところでございます。
　　また、４月５日には坂戸市消防団並びに鶴ヶ島市消防団の辞令交付式を挙行いたしました。議員各位には早朝からご出席をいただき、まことにありがとうございました。
　　５月19日には埼玉県第２ブロック消防長会救助技術指導会が行われる予定でありましたが、新型インフルエンザの関係で中止となり、抽せんの結果、５種目16名の職員が６月13日に開催された埼玉県消防救助技術指導会に出場いたしました。残念ながら関東地区消防技術指導会への出場切符を手にすることはできませんでしたが、いずれも立派な訓練結果でございました。
　　６月８日には「危険物安全週間」にちなんで、鶴ヶ島市藤金の田島ルーフィング株式会社埼玉工場において、当事業所と坂戸・鶴ヶ島防火安全協会、坂戸・鶴ヶ島消防組合との合同訓練を実施をいたしました。初めての試みでありましたが、危険物に対する防災意識の高揚と火災防御技術の向上を図ることができました。
　　６月23日、24日には今年度第１回防火管理者資格取得講習会を開催をし、各種事業所から66名が受講され、資格を取得されました。
　　６月28日には、出水期を迎え、越辺川・高麗川水害予防組合により、坂戸市が３年に１度の幹事となり、高麗川大橋下流左岸におきまして水防演習が行われました。10の参加機関により、各種水防工法、応急救護訓練、救助訓練等が実施をされ、水防団員の水防技術はもとより、各機関の連携が高められました。
　　次に、火災件数でありますが、本年１月から６月までの火災件数は37件で、前年同期と比較いたしますと12件の増となっております。このうち建物火災は16件であります。
　　次に、救急出場件数でありますが、本年１月から６月までの救急出場件数は2,663件で、前年同期と比較いたしますと33件の減となっております。昨年はいわゆるゲリラ豪雨と言われる集中豪雨による甚大な被害が全国各地で発生しており、これから台風の襲来とともに自然災害による被害、さらには国際的な緊張が高まる中でのテロ災害の発生等、危惧されているところであります。また、メキシコで発生した新型インフルエンザは、弱毒性とはいえ、強い感染力を持ち、県内でも感染者が出ている状況であります。このようなさまざまな災害にも適切に対応しなければなりません。
　　当管内におきましては、幸いにも大きな災害はないものの、被災地の貴重な教訓を生かし、ますます複雑多様化する各種災害に的確に対応し、住民の負託にこたえるべく、万全を期してまいる所存でありますので、今後とも議員各位には変わらざるご支援、ご指導を願ってやまない次第であります。
　　ここに、議員の皆様方のご理解とご協力をいただき、本日の定例会が滞りなく終了できましたことに対しまして、心から御礼を申し上げますとともに、いよいよ暑さも厳しさを増してまいります。皆様方には健康には十分ご留意いただくとともに、ますますのご活躍をお祈り申し上げまして、ごあいさつといたします。
　　本日は、まことにありがとうございました。
　　　　（伊利　仁管理者降壇）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　◇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　◎閉会の宣告　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（午後　零時２６分）
〇石井　寛議長　これをもちまして、平成21年７月第２回坂戸・鶴ヶ島消防組合議会定例会の議事を閉じ、閉会といたします。
